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昭和初頭における
救貧立法制定方針の確定と児童扶助法案の帰趨 (上)
― 救 護 法 の 成 立 過 程 で の ｢ 空 自 ｣ に 何 が あ っ た の か ―
The policy of the enactment of poorrelief law 
and the consequence of Child Public Assistance 
Bill in the early part of Showa era.








































8 公救護法案摘要 (母子扶助関係条項) ＼
9 救護法逐条説明 (母子扶助関係条項)
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〇二荒 芳徳 俵 孫- 潮 恵之輔




















○東郷 安 浜口儀兵衛 岩切 重雄























○東郷 安 浜口儀兵衛 岩切 重雄
山口 政二 鈴木富士弥 山田準次郎
守屋 栄夫 加藤久米四郎 末広厳太郎
穂積 重遠
(疏) 岩村 通世 関屋 龍吉-武部 欽一












2 社会事業調査会の幹事氏名は以下の通りであるが､個々の事案の担当は､不詳｡富田愛次郎､大 野 禄一
郎(大15.9.28まで)､安武直夫､小浜浄鉱
3 主に､社会局 『社会事業調査会報告 (第一回)』(昭和 3.2)により作成｡なお社会局 『社会事業調査会報
告(第二回)』(昭和 7.3)も参考にした｡
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した法案提出への妥協や努力のいくつ か を 紹 介
し､それにかかわる資料についても提示する｡さ



























































































































度に入 ってか らも､(4月には内閣交替があ っ た
が)努力は続け られた｡最終的には､昭和 3年度
別表2 児童扶助法案要綱 (答申)と三つの児童扶助法案の構成概要






























































扶助の種類 】現金､現品､医療 同左 l 同 左規定あり l規定あり








村 讐警護表芸謂 芽昌と Z 同 左
扶助をなしたる (-現
在地)市町村






笠蒙霊芝吉報 歴芝 垣副 同 左
同 左 同 左
注1 それぞれの､要綱 ･法案から筆者 (寺脇)が要約 ･まとめたもの｡とくに､対象規定については ､ 別紙に
原資料の関係条項を添付したので参照されたい｡





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































358 長野大学紀要 第17巻第4号 1996
資料4 子女養育中ノ貧困妾婦等二関スル調査概要 (社会局編 大正15年6-7月調査)








































地域 親詔 _人 増す毎に 増す毎に
市部 月額三〇円 月増額七円 月増額九円
































〔日付記載なし B5判2頁 謄写印刷 縦書 ｢秘｣の朱印〕
児童扶助費 1,947,691円
現金､現品給与 1,908,354円
現金､現品給与ヲ受クル者 (孤児､棄児､迷児､遺児ヲ除ク) 80,714人分 一人-日 12銭
年額 3,535,273円20銭 此/国庫補助二分ノー 1,767,636円60銭
孤児､棄児､迷児､遺児 2,203人分 -人-日 35鏡
年額 281,433円25銭 此ノ国庫補助二分/- 140,716円63銭
1,908,353円23銭
医療費 28,192円
一人二付 年68銭 82,917人分 56,383円56銭 此ノ国庫補助二分ノー 28,191円78銭
埋葬費 11,145円








〔日付記載なし B5判 2頁 謄写印刷 縦書〕
児童扶助費 486,924円
現金､現品給与 477,089円
現金､現品給与ヲ受クル者 (孤児､棄児､迷児､遺児ヲ除ク) 80,714人分 一人一日 12銭
年額 3,535,273円20銭 此ノ国庫補助二分ノー 1,767,636円60銭
孤児､棄児､迷児､遺児 2,203人分 -人-日 35銭




一人二 付年68銭 82,917人分 56,383円56銭 此ノ国庫補助二分ノー 28,191円78銭
三ケ月分 7,047円95鏡
埋葬費 2,787円
一人二付 15円 1,486人分 (扶助ヲ受クルモノ 82,917人二死亡率 (千人二付)22.4ヲ乗ジタル数
1,857人ノ8割-給与ヲ受クルモノトシテ) 22,290円 此/国庫補助二分ノー 11,145円
三ケ月分 2,786円25銭
事務費 154,205円
社会局費 22,505円
地方庁費 131,700円
合 計 641,129円
(注) 原資料は縦嵐のため数字は漢数字であるが､掲載の便宜上､横組みとし､数字も洋数字とした (寺脇)
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